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「prove to have prepared a system to provide
rapid after‑sale service and maintenance for

the procured products,」を「prove to have
the ability to rent the products concerned by

themselves and by a third party, should the
products requested through this notice be rent

by a third party, prove to have prepared a
system to provide maintenance for the rent

products,」に、それぞれ訂正します。

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 27 年５月７日

支出負担行為担当官
北陸農政局長 雜賀 幸哉

◎調達機関番号 018 ◎所在地番号 17
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 加治川用水農業水利事業 加治川
第２頭首工改修（その２）建設工事
 工事場所 新潟県新発田市西名柄地内
 工事内容 堰柱工 １式、底版工 １式、
増杭工（鋼管杭）１式、付帯工 １式、暫定
構造物工 １式、下流エプロン工 １式、護
床工 １式、魚道工 １式、仮設工 １式
 工期 平成28年７月29日まで
 使用する主要な資機材 ＰＡＥ系ポリマー
セメントモルタル 138ｔ、表面含浸材
006ｔ、表面被覆材 12ｔ、高強度コンクリー
ト 563、軽量コンクリート 62、一般
用コンクリート 2588、鉄筋コンクリー
ト用棒鋼 68ｔ、鋼管杭 98ｔ
 本工事は、下記内容の対象工事である。
 提出された技術提案等を受け付け、価格
と価格以外の要素を総合的に評価して落札
者を決定する標準ＡⅠ型総合評価落札方
式の工事である。
 品質確保のための体制その他の施工体制
の確保状況を確認し、施工内容を確実に実
現できるかどうかについて審査し、評価を
行う施工体制確認型総合評価落札方式の工
事である。

 品質・安全等が確保されないおそれがあ
る極端な低価格での調達を見込んでいない
かなどを厳格に調査する特別重点調査の試
行工事である。
 北陸農政局が定める「低入札価格調査対
象工事に係る対策について」（平成18年７月
12日付け北陸農政局整備部長名）に基づき
実施する低入札価格調査対象工事に対する
試行工事である。
 契約締結後に施工方法等の提案を受け付
ける契約後ＶＥ方式の工事である。

 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
 本工事は、入札説明書の交付、競争参加資
格確認申請書（以下「申請書」という。）及び
競争参加資格確認資料（以下「資料」という。）
の提出、受領に係る確認及び入札について、
原則として電子入札システム（以下「電子入
札方式」という。）により行う対象工事である。
ただし、電子入札方式によりがたい者であっ
て、紙入札方式（持参又は郵送）の承諾に関
する承諾願を提出し、承諾を得た者は紙入札
方式に代えることができる。
 本工事は、「共通仮設費（率分）のうち営繕
費」及び「現場管理費のうち労務管理費」の
下記に示す費用（以下「実績変更対象費」と
いう。）について、工事実施に当たって不足す
る技術者や技能者を広域的に確保せざるを得
ない場合も考えられることから、契約締結後、
労働者確保に要する方策に変更が生じ、積算
基準の金額相当では適正な工事の実施が困難
になった場合は、実績変更対象費の支出実績
を踏まえて最終精算変更時点で設計変更する
試行工事である。
営繕費：労働者送迎費、宿泊費、借上費
労務管理費：募集及び解散に要する費用、賃
金以外の食事、通勤等に要する費用

２ 競争参加資格
次に掲げるから全ての条件を満たしてい
ること。
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号。以下「予決令」という。）第70条の規定に
該当しない者であること。なお、未成年者、
被保佐人又は被補助人であって、契約締結の
ために必要な同意を得ている者は、同条中、
特別の理由がある場合に該当する。
 予決令第71条の規定に該当しない者である
こと。
 北陸農政局における平成27・28年度一般競
争参加資格を付与されている有資格者のう
ち、土木一式工事の認定を受けている者であ
ること。ただし、会社更生法（平成14年法律
第154号）に基づき更生手続開始の申立てが
なされている者又は民事再生法（平成11年法
律第225号）に基づき再生手続開始の申立て
がなされている者については、手続開始の決
定後、北陸農政局長が別に定める手続に基づ
く一般競争参加資格の再認定を受けているこ
と。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
２のの再認定を受けた者を除く。）でないこ
と。
 北陸農政局における「土木一式工事」に係
る平成27・28年度一般競争参加資格の認定の
際に、客観的事項（共通事項）について算定
した点数（以下「客観点数」という。）が、
1250点以上であること。上記２のの再認
定を受けた者にあっては、当該再認定後の客
観点数が要件を満たしていること。

 入札説明書に示す技術提案の評価が不適切
でないこと。
 申請書及び資料の提出期限の日から開札時
までの期間に、北陸農政局長から「北陸農政
局工事請負契約指名停止等措置要領」（平成15
年８月29日付け15陸総第414号）に基づく指
名停止を受けていないこと。
 上記１のに示した工事に係る設計業務等
の受注者（受注者が設計共同体である場合に
おいては、当該設計共同体の各構成員をいう。
以下同じ。）又は当該受注者と資本若しくは人
事面において関連がある建設業者でないこ
と。
 「農林水産省発注工事等からの暴力団排除
の推進について」（平成19年12月７日付け19経
第1314号大臣官房経理課長通知）に基づき、
警察当局から、部局長に対し、暴力団員が実
質的に経営を支配する建設業者又はこれに準
ずるものとして、農林水産省発注工事等から
の排除要請があり、当該状態が継続している
者でないこと。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと。

 施工実績
 平成12年度以降に元請けとして完成・引
渡しが完了した、次に示す同種工事の施工
実績を有すること。ただし、共同企業体に
あっては、次に示す同種工事の施工実績を
有する構成員が含まれていること。（共同企
業体の構成員としての施工実績は、出資比
率が20％以上のものに限る。）

 同種工事とは、「堰・水門工事の新設又は
補修・補強工事」の施工実績を有するもの
とする。なお、当該実績が各地方農政局の
発注した工事に係る実績である場合にあっ
ては、工事成績評定表の評定点合計が入札
説明書に示す点数未満のものを除く。

 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者（以下「配置予定技術者」という。）
を当該工事に専任で配置できること。
 １級土木施工管理技士若しくはこれと同
等以上の資格を有する者であること。
 平成12年度以降に上記２ののに掲げ
る工事の施工経験を有する者であること。
なお、当該経験が各地方農政局の発注した
工事に係る経験である場合にあっては、工
事成績評定表の評定点合計が入札説明書に
示す点数未満のものを除く。
 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
であること。
 平成27年９月１日以降に工事現場への専
任が可能である者であること。
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